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The residents in the Kaya historic district of Kyoto Prefecture made plans of the disaster-mitigation activity in 
cooperation with citizens`organizations.The policies were decided for practicing the continuous disaster-mitigation 
activity in historical district in March 2012 in Kaya. They include the opinions of  residents. Although the fact was 
shown that part of the plan is not promoted enough, by the research for estimation.Therefore, both of mapping 
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implemented enough. With these outcomes, adeguate activitity policies were found from guestionair research for 
residents and site investigation after the workshops. 
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1．はじめに 
 
国指定の文化財である「重要伝統的建造物群保存地区（以下、重伝建地区と称す）」は、2014 年 4 月現在
で、104 カ所が存在する。これら歴史的な町並みである重伝建地区は今でも住民が暮らす生活の場である。
しかしながら長い年月を通して保存される町並みは、地震、火災、洪水などといった自然災害に対する脆弱
性が危惧されている。これらの対策としてそれぞれの地区では「地区防災計画」策定の上に、防災対策事業
に取り組んでいる事が例にみられる。 
本研究の対象地である加悦伝統的建造物群保存地区（以下加悦地区）は、古い木造建築物が多く残ってお
り、災害に対して脆弱である一方で、伝統地区は町並みを改変するハード整備事業による対策が困難である
ため、町並みの保全と住民の安全を考慮した防災対策は急務である。 
 背景より、平成 2010 年 9 月に西尾ら 1)によって行われた災害図上訓練の結果から、洪水と地震火災に対
して組織の連携を活かした防災活動が必要であることが明らかになったが、大規模災害時の各組織間の連携
を活かした体制が未だ整えられてはいない事を受け、2011 年 9 月に田原ら 2)によって、計画を実践する住
民の方の視点を取り入れたうえで、組織間の連携を考慮した 13 の防災活動指針（指針）作成に向けて、発
災対応型防災訓練を行った。さらに 2012 年 7 月において和佐田ら 3)により、住民の負担と活動の効率化を
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図るため、住民にとって十分実行できていない防災活動指針とワークショップを通して確認したい指針につ
いてアンケートを実施し、ワークショップで扱う 6 項目の防災活動指針（表 1）が抽出された。この 6 項目
の防災活動指針について 2012 年 9 月には 6 項目の防災活動指針を推進するための計画を立てるワークショ
ップが行われた。しかし 2013 年 7 月に活動の進捗状況を改めて確認したところ、一部計画通りに進んでい
ないことが明らかになった。 
よって本研究では、今までの現地の防災活動において解決されていない 6 項目の防災活動指針を実施する
ため、座学と実学のワークショップを行う。これにより抽出された課題を基に対策案を講じるため、住民へ
のアンケート調査と詳細な現地調査を行い、防災活動指針実施に向けた具体的な今後の活動内容を導出する。 
 
表1 6項目の防災活動指針について 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．座学（防災学習会）を用いた課題と対策案の抽出 
 
座学では、6項目の防災活動指針に対して検討することで、指針を実施する際に必要な対策案の抽出を目
的とした。以下、座学の手順にについて手法を示し、その結果得られた住民らの意見を整理する。 
(1)手法                            表2 ワークショップ概要 
6 つの防災活動指針の課題と対策案の抽出に向け「災害図
上訓練」と「ポストイットワークショップ補注 1」に分けてワ
ークショップ行った。ワークショップの概要を表 2 に示す。 
災害図上訓練では、6 項目の防災活動指針のうち「③バケ
ツリレーと消火器による初期消火体制を整える」「⑤観光
協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した
避難ルートマップを作成する」の 2 つの項目を対象とした。 
その理由としては、該当地区において集まれる人数や必要
とされるバケツの数を基に「③バケツリレーの物理的な実
行可能性を判断する」「⑤地震火災、洪水で避難ルートを
確認する」作業を地図上でシュミレーションしてもらう主
旨である。 
残り 4 つの防災活動指針については、空間特性よりも活動内容に重点を置いた検討をするために、ポスト
イットワークショップで課題と対策案の抽出を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 ワークショップの実施手順 
日時 2013 年 9 月 29 日（日） 
場所 加悦地区公民館 
参加人数 16 人(住民の方 9 名、与謝野町行政様 4
名、大学院学生 3 名) 
内容 行政の方挨拶 
→加悦伝建地区・防災計画の経緯と 
→本日の目的説明 
→災害図上訓練 
→ポストイットワークショップ 
→対策のまとめ・発表 
 →住民の方挨拶 
① 班単位で要援護者を把握する 
② 空き家の存在に気付いた場合その人が役場に報告するなど防災活動に努める 
③ バケツリレーと消火器による初期消火体制を整える 
④ 災害の種類により避難場所を分けて設定し、訓練や立て看板の設置などを通して住民の周知に努める 
⑤ 観光協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルートマップを作成する 
⑥ 緊急時においても実行できる避難完了に関する決まりを作る 
災害図上訓練(③バケツリレーと消火器による初期消
火体制を整える)の実施手順 
 
① 出火地点を参加者の家に設定し、ペンで印を付る 
                
② 出火地点から最寄りの水源から半径 6cm（初期消火
に有効なバケツリレーの最長距離 60 ｍを想定した）の
円で囲んだ          
③ 円の範囲内に丸い白紙を設置する。 
               
④ 各設置した白紙を用いて最寄りの取水地点（川・井
戸）から出火地点までバケツリレーの要領で並べる。 
               
⑤ その際に出た課題を赤い付箋に記入し、課題に対す
る案を青い付箋で記入した 
災害図上訓練(⑤観光協会との共同作業で、
各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルート
マップを作成する)の実施手順 
 
①地図上に木片（爪楊枝の頭）をばらまく 
         
②木片の部分は地震で建物が崩れて道が封鎖し
た部分であると想定する(通れない道を×印で
表す)     
   
③②の場合に自宅からどのように避難するか検
討する。→臨時の避難可能ルートの記入 
         
④その際に出た課題点を赤い付箋に記入 
ポストイットワークショップ(①
②④⑥)の実施手順 
 
①事例を紹介し、住民の方に参
考にしてもらう 
         
②項目に対して課題点を赤い付
箋に記入して頂く 
         
③課題点に対しての対策案を青
い付箋に記入して頂く     
         
④対策案を行う担当者を黄色の
付箋に記入して頂く 
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(2) 結果 
 座学の結果による現状の課題点と対策案は以下のようになる。（表 3） 
表 3 防災学習会（座学）による防災活動指針の実行における課題と対策案 
防災活動指針 指針を実行・実践する上での課題 対策案 
①班単位で要援護者を把握す
る 
1 人暮らしの要援護者は 1 人で避難が難しい 福祉課で要援護者援助の制度が存在する 
隣家の方の把握が不十分 地区内で要援護者を援助する制度を作る 
②空き家の存在に気付いた場
合その人が役場に報告するな
ど防災活動に努める 
空き家の情報をどう利用するか 空き家バンク補 2を利用する 
空き家の修理費用が高い 
家主と契約者間の不動産契約を行政から
援助 
空き家の管理方法が明確ではない 家の所有者に管理するよう呼びかける 
すでに年 2 回巡回(夜)しているので限界がある 
― 空き家を貸す方がいない 
プライバシーの問題より空き家情報の把握が難しい 
③バケツリレーと消火器によ
る初期消火体制を整える 
水路の水が少ない 
側溝に水を流す 
防火水槽は利用方法がわからない 
水を汲める水源が少ない 
消火器を灯篭の中や茶色い箱の中に入れ
るなどして、消火器の拡充を行う 
伝建内は人が少ないので、バケツリレーは難しい 
消火栓は消防団員レベルの技術が必要となる 
④災害の種類により避難場所
を分けて設定し、訓練や立て
看板の設置などを通して住民
の周知に努める 
目立つ看板にすると景観上の問題がある 
大きな看板を設置 
矢印看板だけでも設置 
地震時に発光するＬＥＤ設置する 
パンフレットに記載しても見ない人が多い 
住んでいる人が誘導者になる 
マップ(観光用)に災害別の避難場所を明記
年度で目標を決めても達成できるとは限らない 
河川工事後(平成 30 年完成)に避難ルート
をカラー舗装する 
⑤観光協会との共同作業で、
各災害に対して弱い場所を考
慮した避難ルートマップを作
成する 
プライバシーの問題より裏道の周知が難しい 
住民が避難誘導を行う 
地区内で避難誘導行う制度作る 
裏道には段差や塀がある場所がある 
仮設扉を作る 
塀を乗り越える 
⑥緊急時においても実行でき
る避難完了に関する決まりを
作る 緊急時は決まりを守る余裕がない 
暖簾補 3の位置が高く合図として利用するのが難しい 
防犯用のカラーボールを玄関に投げる 
黄色いハンカチを暖簾に掛ける 
引っ張り可能な竹の筒を使用 
防災訓練で合図を行う練習 
景観を考えずに統一感があるもの 
決められた玄関から逃げるとは限らない ― 
 
「①班単位で要援護者を把握する」について 
一人住まいの要援護者は災害時に援助なしでの避難は難しいが、福祉課では要援護者を援助する制度があ
る事が確認できた。地区内で要援護者を援助する制度が存在しないので、地区内で要援護者を援助する制度
の必要性が挙げられた。 
「②空き家の存在に気付いた場合その人が役場に報告するなど防災活動に努める」について 
 空き家の把握を行っていても、どう利用するのかが決まっていなく、観光商工課に「空き家バンク」とい
う制度を利活用する方法が確認できたが、費用面で住民の方に負担がかかるという問題が挙げられた。また、
空き家の把握を行った後、どのように利用・管理を行っていくのかを地区内で決める必要性が指摘された。 
「③バケツリレーと消火器による初期消火体制を整える」について 
 伝建内の水路は水量が少ないので、側溝に水を流して水量を増やす必要性が指摘された。またバケツリレ
ーを行うにしても地区内には人も水源も少ない事から、バケツリレーの行うのは難しい事が問題として挙げ
られたため、消火器を外に配置し住民が共有できるように拡充する必要性が挙げられた。 
「④災害の種類により避難場所を分けて設定し、訓練や立て看板の設置などを通して住民の周知に努める」
について 
設置する看板を大きな看板や矢印看板などで、住民へ避難所の周知を行う必要性挙げられた。また地図に
避難所を記載しても観光客が見るとは限らないので、緊急時は住民が避難誘導者となり観光客を誘導する必
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要性も指摘された。 
「⑤観光協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルートマップを作成する」について 
 災害で道路が封鎖された際に、裏道を使用する方法が挙げられので、段差や塀が高いような通れない道を
除き、住民が災害時に使用できる裏道の周知を行う必要性が指摘された。 
「⑥緊急時においても実行できる避難完了に関する決まりを作る」について 
緊急時には決まりを守る余裕がないという問題が挙げられたので、簡単に合図が出せるようにする必要性
が指摘された。また防災訓練を通して避難完了の合図を出す練習も含めることで、災害時も素早く行えるよ
うにする必要性も挙げられた。 
 
3．実学（防災まち歩き）を用いた課題と対策案の抽出 
 
 実学では、実際に地区内を歩くことにより防災面で危険個所を確認し、6 項目の防災活動指針実施のため
の課題を抽出する事を目的とした。以下、実学の手順について手法を示し、その結果得られた意見を整理す
る。 
(1) 手法 
表 4 のワークショップスケジュールより、まちの散策の前に地 
域住民に消火器を所有しているか、また所有しているならどこに 
置いているか、の項目についてヒアリングを行った。まちの散策 
では、4 つの区間に分けた。①の区間では、道が狭い事から道路閉 
鎖した場合を想定しながら散策することにした。②の区間では、 
水路が多く存在する事から水路の活用性について考えて散策する 
ことにした。③の区間では、避難場所が多く見られる事から各避 
難場所に対してどの災害の時に利用するべきか、考えながら散策 
することにした。④の区間では、座学で住民から挙がった避難完 
了の合図の意見を基に旧尾藤家前で実践し、それに対する意見収 
集を行った。また全ての区間で共通する項目として、「要援護者 
の住んでいる場所」「空き家の場所」「立て看板の設置状況(いつ 
から、なぜ作られたか、看板の役割)」について住民に意見をもら 
いなが散策することにした。 
                               図 2 防災まち歩きの散策ルート 
表 4 ワークショップ概要 
 
 
 
 
 
 
図 3 まち歩きの様子 
 
(2) 結果 
ワークショップの結果を下記に整理する。 
消火器の所有状況についてヒアリングした結果、配置場所を答えてくれた人が 3 人おり、そのうち玄関 1
人、廊下 1 人、倉庫 1 人という結果となった。 
まちの散策で挙がった住民からの意見は以下のようになる（表 5） 
 
 
 
 
日時 2013 年 11 月 10 日（日）10：45～11:35 
出発位置 旧尾藤家前 
参加人数 21 人(住民の方 15 名、与謝野町行政様 2 名、立命館大学大学院学生 4
名) 
内容 まち歩きの主旨と目的の説明 
→消火器の所有状況についてヒアリング調査 
→まち歩きとヒアリング調査  
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表 5 防災まち歩き（実学）で挙がった住民の意見 
防災活動指針 住民からの意見 
①班単位で要援護者を把握する 
・組合内では要援護者の把握が出来ている 
・隣人に要援護者が住んでいるかは把握していない 
②空き家の存在に気付いた場合その人が役
場に報告するなど防災活動に努める 
・空き家が工場として利用されている場合もある 
・人伝えでどこが空き家であるか情報を得ている 
③バケツリレーと消火器による初期消火体
制を整える 
・水路近くの地蔵、お寺の階段の裏にバケツを配置する 
・水路近くにフックを付けて、バケツを吊るす 
・行事の準備で水路の掃除のために、側溝に水を流している 
・市民消火栓の設置 
④災害の種類により避難場所を分けて設定
し、訓練や立て看板の設置などを通して住
民の周知に努める 
・地区ごとに避難所が災害別に分けられている。 
・避難場所が住民の話し合いの場所として利用されている。 
⑤観光協会との共同作業で、各災害に対し
て弱い場所を考慮した避難ルートマップを
作成する 
・普段使用しない裏道は把握できていない 
・観光客を引率する語り部が、災害時に避難誘導を行う 
・一人で観光している方には災害時に気付いた住民が観光客へ避難誘
導を行う 
⑥緊急時においても実行できる避難完了に
関する決まりを作る 
・遠くから見ても見えやすい物が良い 
・色を統一して住民へ周知されやすいようにする 
・暖簾の位置が高く手が届かない方もいる 
・予め準備して素早く合図を行えるようにするべき 
 
「①班単位で要援護者を把握する」について 
 地区の組合内では要援護者の把握が行っているが隣同士では把握できていないので、地区全体では要援護
者の把握が不十分であることがわかった。 
「②空き家の存在に気付いた場合その人が役場に報告するなど防災活動に努める」について 
 人伝えで空き家の場所の情報を得ることもあるということがわかり、また空き家が工場として利用されて
いることがわかった。 
「③バケツリレーと消火器による初期消火体制を整える」について 
 バケツを水路近くに設置することで、災害時に初期消火体制を整える必要性が挙げられた。また加悦地区
ではある行事の準備の際に側溝に水を流し掃除を行っているというわかった。 
消火栓とホースが離れた場所にあることから、消火栓とホースを繋げる手間がかかり災害時に効率良く消
火活動が出来ないかもしれないので、市民消火栓の設置を考える必要性が挙げられた。 
「④災害の種類により避難場所を分けて設定し、訓練や立て看板の設置などを通して住民の周知に努める」
について 
 地区ごとに「風水害時」と「地震災害時」で避難場所が分けられている事がわかった。集会などの話し合
いの場所として避難場所を利用している事がわかった。 
「⑤観光協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルートマップを作成する」について 
 日頃裏道の近くを通っていなければ住民でさえも裏道の場所を把握出来ていないという事がわかった。ま
た観光客は避難場所の把握が行えていない事から、住民が避難誘導者になる必要性が挙げられた。 
「⑥緊急時においても実行できる避難完了に関する決まりを作る」について 
 避難完了の合図となる物は、遠くからも見えやすいものや災害時でも素早く合図が行えるものにしておく
必要性が挙げられた。 
 
4. 現地調査とアンケート調査による現状の課題の整理 
 
座学と実学では 6項目の防災活動指針の実施のための課題の抽出し整理を行った。この結果を基に 
今後の活動に導くための課題の分析を目的とし、現地調査と住民アンケート調査を行った。 
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 (1) 調査内容 
 調査内容を 6項目の防災活動指針毎に以下にまとめた（表 6） 
表 6 現地調査と住民アンケート調査内容について 
防災活動指針 調査内容（調査方法） 
①班単位で要援護者を把握する ・自分の家の向こう 3 軒隣の要援護者の把握が出来ているか確認(アンケート調査) 
②空き家の存在に気付いた場合その人が
役場に報告するなど防災活動に努める 
・現地で電機のブレーカーが落ちている所を空き家とし、空き家の把握を行う(現地調査) 
③バケツリレーと消火器による初期消火
体制を整える 
・バケツ収容場所となり得る灯篭や地蔵尊の確認(現地調査) 
・水路全線調査を行うことで、バケツを汲むことが可能な場所の確認(現地調査) 
・住民全員に消火器とバケツの有無と配置場所の確認(アンケート調査) 
④災害の種類により避難場所を分けて設
定し、訓練や立て看板の設置などを通し
て住民の周知に努める 
・地区によっての避難場所の確認(アンケート調査) 
⑤観光協会との共同作業で、各災害に対
して弱い場所を考慮した避難ルートマッ
プを作成する 
・非常時には利用できそうな裏道の確認(現地調査) 
⑥緊急時においても実行できる避難完了
に関する決まりを作る 
・11 月 10 日のワークショップで確認した、黄色いハンカチをポストに掛ける案について
の確認(アンケート調査) 
 
(2) 調査結果 
 住民アンケート調査と現地調査で明らかになった防災活動指針の現状を下記に示す。 
①班単位で要援護者を把握する 
自分の家の向こう 3 軒隣の要援護者を把握している住民が 67%（47/70 人）で、3 分の 2 以上が要援護者を
把握していることが確認できた。 
②空き家の存在に気付いた場合その人が役場に報告するなど防災活動に努める 
新たに南の地区に空き家を確認でき伝建外にも空き家が確認できた。人が住んでいない空き家だけではな
く、売り払って貸家となっている空き家もあった。 
③バケツリレーと消火器による初期消火体制を整える 
a)バケツ収容場所となり得る灯篭や地蔵尊の確認について 
バケツの収容場所となる灯篭は住民の家の前に存在しており、また地蔵尊は水路近辺や住民の家の周辺に
配置されていた。 
b) 地区内の水路の調査を行うことで、バケツを汲むことが可能な場所の確認について 
バケツで水を汲めるほどの水が流れている水路ほとんど見られなかった。また伝建内の南地区に側溝が多
く存在していた。 
c) 住民全員に消火器とバケツの有無と配置場所の確認について 
バケツの所有率は 97%とほぼ全員が所有している事がわかる。しかし配置場所では「家の裏」や「倉庫」
に置いている回答が多く、消火活動に使用する形で配置している事がないという事が確認できた。 
消火器の所有者数としては 64%となっており半分以上が所有している事が確認できた。配置場所としては、
台所に配置している住民が半分以上おり、「火の基が近くにあるから」という理由が挙がった。 
④災害の種類により避難場所を分けて設定し、訓練や立て看板の設置などを通して住民の周知に努める 
全体的に各災害時に適した避難場所の回答が得られたが、一部各災害時に適さない避難場所の回答が得ら
れた。この事から、どの災害に対してどこの場所へ避難するのか理解していない住民がいることがわかる。 
⑤観光協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルートマップを作成する 
確認できた裏道には人が歩く事が可能な広さの道幅の物もあれば、塀や道が狭かったりして歩く事が困難
な道存在した。また地区毎で裏道の数が異なるので避難に利用出来る裏道が制限される事が確認できた。 
⑥緊急時においても実行できる避難完了に関する決まりを作る 
 全体的に黄色いハンカチをポストに掛ける事に対して賛成であることが調査の結果得られたが、「ハンカ
チが風で飛んでいく」や「災害時に実行できるとは限らない」という回答が得られた。 
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5. 本研究の成果と課題 
 
本研究では、今までの現地の防災活動において十分に実行されていなかった 6 項目の防災活動指針を推進
するため、座学と実学に分けて課題と対策案の抽出を行った。 
座学では、「水路の水量が少ない」や「暖簾の位置が高い」など現地が抱える防災面での課題の整理を行
うことができ、その課題に対して「側溝に水を流す」や「黄色いハンカチを用いる」など、新しい制度や決
まりの提案を行う事ができた。 
実学では、「水路近くの地蔵、お寺の階段の裏にバケツを配置する」や「～の避難場所は～用避難場所に
使われている」など、実際に地区内を歩くことで場所の確認や、災害時危険個所に対しての具体的な対策案
を提案する事ができた。 
また座学と実学の 2 回のワークショップの結果を基に、アンケートと追加現地調査を行い、6 項目の防災
活動指針の実施に向けた課題と対策の再確認を行った。この結果ワークショップに参加していない住民の意
見が抽出する事ができ、提案された対策についてもその実現可能性を確認する事ができた。 
しかしながら、座学と実学の 2 回のワークショップでは、6 項目の課題に対して同じ条件で比較検証でき
なかったため、課題の特性に応じたワークショップ手法の提案には至らなかった。またワークショップ後の
現地調査と住民アンケート調査では、提案の有効性にまで踏み込んで検証するまでには至らなかった。 
 
6．おわりに 
 
 本研究を通して明らかとなった課題に対しては、今後以下のようになった。 
「①班単位で要援護者を把握する」について 
 家の向こう 3 軒隣に要援護者が住んでいる事を把握できている住民が 67%（47/70 人）で全体の 3 分の 2
の把握が行えている。この結果を基に、対象地域の地区毎で要援護者を把握する制度を作る事で、住民全体
が要援護者の把握するようにする。そのためには、住民同士のコミュニケーションが必要不可欠となる。 
「②空き家の存在に気付いた場合その人が役場に報告するなど防災活動に努める」について 
行政や一部の住民しか空き家の把握が行えていないことから、住民全体が空き家の把握を行う必要がある。
そのために、空き家近辺の住民が管理を行うのではなく、当番制にして週に 1 度ほど、空き家の周りの掃除
や、空き家の壁が壊れているなど変わった所がないか確認するなど、対象地域の地区毎で空き家の管理が必
要である。 
「③バケツリレーと消火器による初期消火体制を整える」について 
初期消火を行うためにはバケツを水路近辺に配置する必要があり、水路近くにある地蔵尊や灯篭にバケツ
を配置していく必要がある。また設置場所については住民同士で共有し合えるように、バケツが配置してあ
る場所を記載している地図などを作成し、住民への周知を行う必要がある 
伝建内の北には水路が存在するが、南の地区には見られなかった。現地では行事の準備において、用水か
ら消防ポンプで汲んだ水で溝を掃除しているので、この行事を他の地区でも活かし、水路に水を貯めるため
せぎ板で水を固定するなど、バケツで水を汲める事が出来る水路を作っていく。また住民が行っている準備
や行事を防災活動として行うことが出来れば、日常的に防災に対する意識も上がるので、今後他の行事にも
着目し防災活動として取り組めるものはないかを調べる必要がある。 
消火器の有効期限が切れている家や消火器を所有していない住民がアンケートの結果半分以上であったの
で、消火器の購入を地区内で呼びかけ、火災に対応できるようにする。また、バケツの所有率は 97%とほぼ
全員が所有しているが、家の裏や倉庫に置いているので、初期消火体制整っていないことがわかる。これら
の事から、今後年に 1 回地区内で防災訓練を行い、その一部としてバケツリレーを行うなど、住民の方にバ
ケツが消火器具としての重要性を周知していく必要がある。 
「④災害の種類により避難場所を分けて設定し、訓練や立て看板の設置などを通して住民の周知に努める」
について 
「地震災害時」と「風水害時」に同じ避難場所へ行くという意見が挙がった。地区毎には避難場所が決まっ
ているが、その通り避難場所を回答していない住民が確認できた。よって各災害に対する避難場所の周知を
行うため、避難場所の前に立ててある看板でどの災害用の避難場所かを周知して必要がある。また、地区ご
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とではなく、家の位置で避難場所を決める必要がある。 
「⑤観光協会との共同作業で、各災害に対して弱い場所を考慮した避難ルートマップを作成する」について 
地区毎で裏道の数が異なるので避難に利用出来る裏道が制限される事が確認できた。また裏道は住民の方
には周知されていない道が多いため、住民の方への周知を行う必要がある。そのためには、地域で裏道マッ
プを作成し裏道の周知に努める方法や、防災訓練行い実際に裏道を通って確認を行う必要がある。 
「⑥緊急時においても実行できる避難完了に関する決まりを作る」について 
 黄色いハンカチをポストに掛ける事に対して賛成である回答が多数あった事から、今後黄色いハンカチを
避難完了の合図として利用していく際に住民の方に周知していく必要がある。 
今後は、東日本大震災では自然の猛威は実施可能なハード対策の防災力を上回り、それだけでは被害を防
ぎきれない場合もあることが改めて明らかになった事から、自らを守る「自助」と近隣で互いに助け合う
「共助」が重要視されている 4。以下の事から、各防災活動指針毎に自助・共助といった役割を分け、必要
とされる対策を抽出することは、防災活動指針の実施に向けての有効な方法として考えられる。 
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補 1 空間特性よりも活動内容に重点を置いた検討をするために用いた。 
補 2 使用や維持管理に困っている空き家を「空き家バンク」に登録し、空き家物件等の情報を紹介、有効
活用することにより、観光まちづくりの創出による交流人口の拡大及び定住を促進し、守り継がれてきた伝
統的建造物群を保存し、地域の活性化を行う制度（商工観光課）。 
補 3 今までのワークショップで挙がった、暖簾を裏返すことで、避難完了の合図にする意見 
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